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治体がその機能を一時的にであれ喪失した。そこでは死者 1 万 5,892 人、行
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学大学院総合政策科学研究科編『同志社政策科学研究』第 15 巻第 2 号（2014
年 3 月）187、192 ～ 193 頁。
17 東北行政相談委員連合協議会「大規模災害発生時の行政相談委員活動等に関
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生・児童委員」との回答が 30.6%、「自治会・町内会」との回答が 30.6% となっ
ている。これらの数値を他の機関である市町村の災害対策本部や行政評価局















18　 東北行政相談委員連絡協議会、前掲報告書 3 頁。
19　 同上、12 頁。
20　 総務省行政評価局「行政相談委員との協働の充実及び行政相談機能向上のた







る21。なお、同支援員は、財政手当として、1 人当たり、専任が 350 万円、兼
任が 40 万円をそれぞれ当てられている。支援員の数は以下の表 1 の通りで
あるが、制度開始の 2008 年から 2014 年までの 6 年間で、専任 659 名、兼任
約 1,850 名、144 自治体のそれぞれ増となっている。
表 1 　「集落支援員」の活動状況
年度 専任者数 兼任者数 自治体数
平成 20 年度 199 名 約 2,000 名 77 自治体
平成 21 年度 449（250）名 約 3,500（1,500）名 122（45）自治体
平成 22 年度 500（51）名 約 3,600（100）名 147（25）自治体
平成 23 年度 597（97）名 約 3700（100）名 158（11）自治体
平成 24 年度 694（97）名 3,505（▲約 195）名 192（34）自治体
平成 25 年度 741（47）名 3,764（259）名 196（4）自治体








kaikaku/02gyosei08_03000073.html> 等を参照（最終閲覧日：2016 年 2 月 1 日）。
 　また、その詳細については、「過疎地域等における集落対策の推進要綱の策












北海道 25 149 市町村
青森県 0 28 市町村
岩手県 16 22 市町村
宮城県 2 9 市町
秋田県 3 21 市町村
山形県 9 21 市町村
福島県 27 29 市町村
茨城県 26 4 市町
栃木県 1 3 市町
群馬県 6 14 市町村
埼玉県 6 4 市町村
千葉県 14 6 市町
東京都 0 6 町村
新潟県 39 14 市町村
富山県 0 3 市町
石川県 12 9 市町




山梨県 0 15 市町村
長野県 31 37 市町村
岐阜県 11 14 市町村
静岡県 9 8 市町
愛知県 0 5 市町村
三重県 13 9 市町
滋賀県 3 2 市
京都府 17 9 市町
大阪府 0 1 村
兵庫県 112 9 市町
奈良県 12 15 市町村
和歌山県 9 18 市町村
鳥取県 56 12 市町
島根県 93 19 市町村
岡山県 14 20 市町村
広島県 46 16 市町




徳島県 18 13 市町村
香川県 2 8 市町
愛媛県 1 17 市町
高知県 27 28 市町村
福岡県 9 21 市町村
佐賀県 3 9 市町
長崎県 29 13 市町
熊本県 2 27 市町村
大分県 79 16 市町村
宮崎県 24 17 市町村
鹿児島県 29 41 市町村
沖縄県 5 18 市町村





（2014 年 4 月）より筆者が作成。
　過疎の問題に着目すると、例えば 2014 年 4 月 1 日現在、新たに非過疎団
体から 22 の団体が加わったことにより、過疎市町村の数は 797 団体となり、







その実態は、「集落支援員」の約 7 ～ 8 割が、密度の濃淡に違いはあるものの、
「過疎地域」に配置されていることが分かる。また、配置される支援員が「専











　この他、2014 年 2 月から 9 月にかけて、内閣府が、全国の孤立可能性の
ある集落23 及び、防災対策の状況把握を目的に実施した、「中山間地等の集
落散在地域における孤立集落発生の可能性に関する状況フォローアップ調査
（第 2 回）」では、合計 19,160 集落で、2009 年度調査時の 19,211 集落より 51
集落の減となった24。本調査は、2004 年に発生した新潟県中越地震において
多数の孤立集落が発生したことを受け、2005 年に初めて実施されたもので
ある。その後、2008 年に発生した岩手・宮城内陸地震を踏まえ、翌 2009 年












能性に関する状況フォローアップ調査（第 2 回）」の結果について」（2014 年
10 月）。














都道府県名 市町村名 人口 高齢化率 事業名 実施主体 支援員数 開始年月
岩手県





































久慈市 3万7,485人 27.36% いわて復興応援隊 岩手県久慈商工会議所 1名 H25.4～
北上市 9万3,708人 25.70% 北上市地域・産業連携復興支援員
北上市
バイヤーズ株式会社 1名 H26.4～H27.3










25 「復興支援員推進要綱」（平成 24 年 1 月 6 日付け総行応第 60 号）や「東日本




都道府県名 市町村名 人口 高齢化率 事業名 実施主体 支援員数 開始年月
岩泉町 1万555人 38.55% いわて復興応援隊 岩手県岩泉町 1名 H24.10～
軽米町 1万204人 33.54% いわて復興応援隊 岩手県、軽米町㈱軽米町産業開発 1名 H24.10～
住田町 6,127人 39.15% いわて復興応援隊 岩手県住田町ふるさと体験協議会 1名 H25.4～
洋野町 1万8,485人 31.87% いわて復興応援隊 岩手県洋野町 1名 H24.10～
いわて復興応援隊 岩手県復興まちづくり大槌株式会社 1名 H25.4～
大槌町復興支援員配置事業 大槌町株式会社ジャパンクリエイト 83名 H26.4～H27.3
いわて復興応援隊 岩手県社会福祉法人山田町社会福祉協議会 1名 H25.4～
やまだ復興応援隊事業 山田町一般社団法人RCF復興支援チーム 4名 H26.6～
野田村 4,560人 31.38% いわて復興応援隊 岩手県野田村 1名 H24.10～










石巻市産業復興支援員 石巻市東北農都共生総合研究所 7名 H26.10～
石巻圏域 19万7,199人 28.00% 復興応援隊設置事業 宮城県石巻市（NPO法人石巻復興支援ネットワーク） 6名 H25.4～
石巻市






























担い手育成支援事業 気仙沼市 2名 H25.4～
地場産業再生支援事業 気仙沼市 5名 H26.8～H27.3
多賀城市 6万2,437人 21.40% 被災自治会・町内会再生事業 多賀城市一般社団法人東北圏地域づくりコンソーシアム 2名 H24.8～
女川町 7,124人 36.01% 女川地区復興応援隊設置事業 宮城県女川町（復幸まちづくり女川合同会社） 7名 H25.7～




















相馬市 3万5,977人 27.80% 相馬市復興支援員事業 相馬市相馬双葉漁業協同組合 2名 H26.4～H27.3
田村市 3万7,833人 30.20% 田村市復興応援隊 田村市特定非営利活動法人コースター 9名 H25.7～
伊達市




耕野地区 744人 42.61% 丸森町復興支援員
丸森町
丸森町耕野振興会 1名 H25.9～H27.3





双葉町 6,321人 29.80% 双葉町復興支援員 双葉町一般社団法人RCF復興支援チーム 10名 H25.8～
浪江町 1万9,373人 28.20% 復興支援員導入事業（県外避難者支援）
浪江町
東北活性化研究センター他 30名 H24.8～
富岡町 1万5,263人 22.73% 富岡町県外避難者支援事業 富岡町一般社団法人埼玉県労働者福祉協議会 4名 H27.1～
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　平成 26 年度実績で支援員数は 452 人（実施自治体数：3 県 18 市町村）、
平成 25 年度実績で、20 歳代が 22%、30 歳代が 31% と、その約半数が 20 ～
30 歳代となっている。また、委嘱前居住地について、活動地域内が 62%、
活動地域外が 38% と、その約 6 割が被災地内であるが、被災地外も約 4 割
という内訳となっている。その活動内容については、被災者の生活支援や見




















 03000067.html.> を参照（最終閲覧日：2016 年 2 月 1 日）。
27　櫻井常矢「震災復興・地域コミュニティ再生と中間支援システム―復興支援
員の展開過程をもとに―」日本地域政策学会編『日本地域政策研究』第 14 号

















二本松市 1 名 平成 28 年 2 月以降の予定
会津若松市 2 名 内 1 名は平成 28 年度前期～
郡山市 11 名
本宮市 1 名 平成 28 年 2 月以降の予定
白河市 1 名 平成 28 年度前期の予定
南相馬市 5 名 平成 28 年 2 月以降の予定
いわき市
10 名
内 1 名は平成 27 年度後期～、
3 名は平成 28 年度前期の予定川内村
川俣町 3 名
内 1 名は平成 28 年度前期～、
2 名は平成 28 年度後期～
三春町 2 名 平成 27 年 12 月以降の予定
大玉村 1 名
※復興庁「長期避難者等の生活拠点の形成に向けた取組方針の公表について」
（2014 年 5 月・2015 年 1 月・2015 年 9 月・2015 年 12 月）より筆者作成。
28 以下、「コミュニティ交流員」に関する状況は、復興庁「長期避難者等の生活
拠点の形成に向けた取組方針の公表について」（2014 年 5 月・2015 年 1 月・
2015 年 9 月・2015 年 12 月）を参照。










した、災害救助法（昭和 22 年 10 月 18 日法律第 118 号）に関する事務を所














29 鈴木庸夫編著『大規模震災と行政活動』（日本評論社、2015 年）38 頁。なお、
国における各種防災政策を所管する省庁の変遷については、風間規男「阪神・
淡路大震災と防災政策ネットワーク」近畿大学法学会編『近畿大學法學』50 巻 2・


































学会編『自治体危機管理研究』9 号（2012 年 3 月）123 ～ 133 頁を参照）。
33 総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果








防災 福祉 総務 計 防災 福祉 総務 計
担当数 641 916 269 1,826 474 876 159 1,509
割合（％） 35.1 50.2 14.7 31.4 58.1 10.5
※総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果（2013 年 4 月 1 日現在）」
（2013 年 4 月）より筆者作成。
　次に、2 つ目の表として、表 5 を更に細かく分類した形で、今回の大震災
発生前後で、担当部署が変化した市区町村に着目して、その変化の内容がど
のようなものであるか、表 6 としてまとめた。
（2011 年 4 月 1 日現在）」（2011 年 4 月）、総務省消防庁「市区町村における災
害時要援護者対策の担当部署調査結果（2013 年 4 月 1 日現在）」（2013 年 4 月）。
















防災→福祉 防災→総務 福祉→防災 福祉→総務 総務→防災 総務→福祉 + 防災 + 福祉 ＋防災 + 福祉 ＋総務
担当数 59 2 17 5 13 11 7 13 55 103 11
※総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果（2011 年 4 月 1 日現在）」（2011














































35 伊藤、前掲論文 97 頁。
36 中嶋学「協働型ネットワークにおける蓄積情報の活用―米国 A 郡の事例―」
日本行政学会編『年報行政研究 50 行政の専門性と人材育成』（ぎょうせい、
2015 年 5 月）81 頁、中嶋学「＜研究ノート＞協働型ネットワークにおける業
績情報の学習のための活用―米国 A 郡の事例―」日本公共政策学会編『公共






























38 同上、97 ～ 98 頁。


























第 4 号（2007 年 3 月）103 頁。
41 佐藤彰彦「地縁型住民自治組織の位置づけと地域担当制度に関する研究」日
本地域政策学会編『日本地域政策研究』第 7 号（2009 年 3 月）163 頁。













































なお、これらの結果からは、あわせて兼任が約 8 割、専任が約 2 割であるこ
とも分かるものとなっている。本稿では、同アンケート調査では触れられて
いない部分について、事例分析を通して若干のまとめを試みた。それらを以
下表 7 としてまとめ、その特徴を図 1 から 2 の円グラフとしてまとめた。
表 7　地域担当職員制度一覧
都道府県名 市区町村名 人口（人） 名称 運用開始 配置人数等 任期 職務形態 所掌事務
稚内市 36,140 地域担当職員 H12.4 ― ― 兼任 行政情報の提供、地域の要望
等の把握、連絡調整
―










津別町 5,113 地域担当連絡員 H15.4 49自治会に各1人以上
（課長及び主幹のみ）
―〃任 兼―







古平町 3,315 地域担当協力職員 H19.9 20町内会に各2～4人 ― 〃 〃 ―
猿払村 2,750 〃 H20.6 13地区に均等（全職員） 3年 〃 〃 ―




2年 〃 〃 ―
田子町 5,971 〃 H22.4 20地区に各3人 2年 〃 〃 ―
岩手県 二戸市 28,501 地域担当職員（組織） H19.6 ― ― 〃 〃 ―
宮城県 大河原町 23,678 地域担当職員 H23.4 各区会に3人以内 2年 〃 〃 ―
最上町 9,251 地域づくり協働隊（集落担当連絡員） H15.6 37集落に各1人 ― 〃 〃
連絡員は原則集落在住の職
員。
川西町 16,099 地域担当職員 H18.4 町協働のまちづくり課職員
5人
―〃任 専―
西川町 5,821 地域支援職員 H18.4 12地区に各5人
（医療職を除く）
―〃任 兼年2

















都道府県名 市区町村名 人口（人） 名称 運用開始 配置人数等 任期 職務形態 所掌事務
福島県 飯館村 6,132 コミュニティ担当職員 H6.4 20行政区に各2人 ― 兼任 〃 ―
栃木県 佐野市 121,037 地域担当職員 H27.4 20地域に各2人 2年 〃 〃 ―




― 兼任 〃 ―
東京都 世田谷区 883,776 地区まちづくり支援職員 H14.2 （課長級及び係長級のみ） 1年 〃 〃 ―
神奈川県 寒川町 47,768 〃 H25.4 3地域に各6～18人以上（管理職のみ） 1年 〃 〃 ―
静岡県 南伊豆町 8,771 地域担当職員 H26.7 6行政区に各2人以上 2年 兼任（要請に基づく） 〃 ―
半田市 118,756 〃 H27.4 14地域に各2人（副主幹級以下） ―
兼任（要請に
基づく） 〃 ―




3年 兼任 〃 ―





H25.4 25地域コミュニティに10人程度 ― 〃 〃 ―




























― ①専任②兼任 〃 ―




― ①専任②兼任 〃 ―
池田市 102,632 地区サポーター職員 ―
各地域コミュニティ協議会に4
～6人（ボランティア） 1年 兼任 〃 ―
寝屋川市 239,012 地域協働職員 H25.6 各部局に1小学校区当たり3人（係長級から部長級） 2年 兼任 〃 ―
朝来市 31,854 地域協働推進プロジェクトチーム H19.4
11地域自治協議会に各3人
程度 2年 〃 〃 ―
篠山市 42,915 まちづくり支援員 H21.4 19まちづくり協議会に各4～16人 1年 〃 〃 ―
丹波市 66,797 地域づくり支援者 H24.4 25自治協議会に各2～3人 無 〃 〃 ―





川西市 160,154 〃 H25.4 14小学校区に3人 ― 専任 〃 ―
養父市 25,118 地域担当職員（チーム） H20.7
各小学校区に1チーム5人
以内 2年 兼任 〃 ―
島根県 美郷町 5,105 地域担当職員 H16.10 各地域に若干人 1年 兼任（要請に基づく） 〃 ―















西予市 40,386 〃 H23.4 各地域づくり組織に2人程度 1年 〃
行政情報の提供、地域の要望
等の把握、連絡調整 ―





高知県 安芸市 18,238 〃 H26.5 14地域に各3～12人 2年 兼任（要請に基づく） 〃 ―
福岡市 1,531,919 校区担当職員 H16.4 概ね4校区に1人 ― 専任 〃 ―
中間市 43,222 〃 H27.10 6小学校区に各数人 ― 兼任 〃 ―
佐賀県 基山町 17,477 地域担当職員 H24.6 地域毎に3人以上 2年 〃 〃 ―
長崎県 新上五島町 20,523 〃 H19.6 各地域に2人以上 1年 〃 〃 ―






























































基礎的自治体であるが、79 市区町村を整理し、それらを分析した図 1 から 2
もあわせて、全体を通して明らかとなったこととして、以下の数点が挙げら
れる。まず、人口規模は、約 88 万人の東京都世田谷区から、約 600 人の鹿
児島県十島村まで幅広く、その内訳としては、1 万人以上 5 万人未満が全体
の 35.4% で最も多く、次いで 1 万人未満が 24.1%、10 万人以上 20 万人未満
が 16.5% となっている。次に、その運用開始は、早いもので昭和 43 年 8 月
の千葉県習志野市から、新しいもので平成 27 年 10 月の福岡県中間市まで、
特に平成 19 年以降の開始が 29 自治体で全体の 36.8% を構成している。これ
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